
令和６年度　物価高騰対応地方創生臨時交付金活用事業　実施状況及び効果検証（令和５年度実施計画記載事業分）

うち臨時交付金
（円）

2

低所得世帯支援給付金事業
（住民税均等割のみ課税世
帯分）【物価高騰対策給付
金】

令和6年3月 令和6年9月

物価高騰の影響を受けた低所得世帯を支援
するため、住民税均等割のみ課税世帯に対
して、１世帯あたり10万円の給付金を支給す
るもの。

29,096,658 29,096,658 
町内に在住する対象世帯に給付金を支給
した。
・給付世帯数 283世帯

物価高騰の負担感が大きい世帯
の経済的負担を軽減することが
できた。

健康福祉課

3
低所得世帯支援給付金事業
（こども加算）【物価高騰対策
給付金】

令和6年3月 令和6年12月

物価高騰の影響を受けた低所得世帯を支援
するため、住民税非課税世帯及び均等割の
み課税世帯に対して、対象者へ対象児童１人
あたり５万円の給付金を支給するもの。

6,174,106 6,174,106 

町内に在住する対象世帯に給付金を支給
した。
・支給対象者 65人
・支給対象児童 115人

物価高騰の負担感が大きい世帯
の経済的負担を軽減することが
できた。

子育て支援課

令和６年度　物価高騰対応地方創生臨時交付金活用事業　実施状況及び効果検証（令和６年度実施計画記載事業分）

うち臨時交付金
（円）

2

①低所得世帯支援給付金事
業（新たな住民税均等割非
課税世帯等分）

②低所得世帯支援給付金事
業（新たなこども加算分）

③定額減税調整給付金事業

令和6年4月 令和7年3月

①低所得世帯支援給付金事業（新たな住民
税均等割非課税世帯等分）
物価高騰の影響を受けた低所得世帯を支援
するため、令和６年度新たな住民税均等割非
課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯に
対して、１世帯あたり10万円の給付金を支給
するもの。

②低所得世帯支援給付金事業（新たなこども
加算分）
低所得世帯支援給付金受給世帯の子育て世
帯への加算として、支給対象者へ対象児童１
人あたり５万円を支給するもの。

③定額減税調整給付金事業
物価高騰対策として、納税者及びその配偶
者を含めた扶養親族１人につき、令和６年分
の所得税３万円、令和６年度分の個人住民
税１万円の定額減税が実施された。定額減
税の対象者のうち、定額減税しきれないと見
込まれる方に対して、調整給付金を支給する
もの。

92,759,690 92,759,690 

町内に在住する対象世帯に給付金を支給
した。
①支給金額 17,800,000円

②支給金額 1,250,000円

③調整給付金支給金額 77,410,000円

給付金を支給することで、対象世
帯等の経済的負担を軽減するこ
とができた。

①健康福祉課

②子育て支援課

③税務課

所管課事業費
（円）

Ｎｏ 事業の名称
（実施計画と同じ名称）

事業の概要

実績額

事業の実施状況・実績 事業実施による効果・検証
事業開始
年月

事業終了
年月

Ｎｏ 事業の名称
（実施計画と同じ名称）

事業開始
年月

事業終了
年月

事業の概要

実績額

事業の実施状況・実績 事業実施による効果・検証 所管課事業費
（円）
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うち臨時交付金
（円）

所管課事業費
（円）

Ｎｏ 事業の名称
（実施計画と同じ名称）

事業の概要

実績額

事業の実施状況・実績 事業実施による効果・検証
事業開始
年月

事業終了
年月

11 行政運営費補助事業 令和6年4月 令和6年7月

町内全ての行政区及び集会所を保有する行
政区に対して、物価高騰の影響に重点を置
いた支援を行うため、給付金を支給するも
の。
・町内全ての行政区（一律）５万円
・集会所を保有する行政区10万円

3,550,000 3,550,000 
町内全ての行政区29区、集会所を保有す
る行政区21区に給付金を支給した。

物価高騰が続く中で、行政区運
営の経済的負担を軽減すること
ができた。

総務課

12 子ども食堂運営費補助事業 令和6年4月 令和7年3月
物価高騰が続く中で、町内の子ども食堂の運
営費負担を軽減するため、子ども食堂運営団
体に対して、補助金を交付するもの。

60,000 60,000 

町内の子ども食堂運営団体に補助金を交
付した。
・支給団体 ２団体
・補助額 60,000円

物価高騰が続く中で、子ども食堂
の運営団体に補助金を交付する
ことで、こどもの居場所づくりを支
援することができた。

子育て支援課

13
特定教育・保育施設等給付
事業

令和6年4月 令和7年3月

物価高騰が続く中で、子育て世帯の経済的
負担を軽減するため、保育所、認定こども
園、幼稚園を利用している児童の給食費を補
助するため、補助金を交付するもの。

4,008,180 2,380,426 
保育所、認定こども園、幼稚園を利用して
いる児童の給食費に対して、4,008,180円(う
ち交付金充当額2,380,426円)を補助した。

物価高騰が続く中で、子育て世
帯の経済的負担を軽減すること
ができた。

子育て支援課

14 肥料等価格高騰対策事業 令和6年4月 令和6年11月

物価高騰が続く中で、農業者に対し肥料コス
ト上昇分の一部を支援するため、補助金を交
付するもの。
・農業収入15万円以上50万円未満の農業者
2.5万円
・農業収入50万円以上の農業者 ５万円

2,450,000 2,450,000 

町内の農業者に対して、給付金を支給し
た。
・申請件数　55件
・支給金額 2,450,000円

肥料等の物価高騰の影響を受け
ている農業者に給付金を支給す
ることで、生産意欲の向上と農業
経営の継続を支援することができ
た。

産業観光課

15 商店街等施設整備事業 令和6年4月 令和6年9月
エネルギー価格高騰の影響を受ける商店街
の街路灯整備のため、補助金を交付するも
の。

2,283,600 2,283,600 

フラワーロード商店街が実施した街路灯の
街路灯40基の修繕事業に対して補助金を
交付した。
・補助額 2,283,600円

エネルギー価格等の高騰が続く
中で、商店街の経済的負担を軽
減することができた。

産業観光課

16 学校給食費無償化事業 令和6年4月 令和7年3月

物価高騰が続く中で、子育て世帯の経済的
負担軽減を図るため、越生町在住の児童・生
徒の保護者に対して給食費の補助を行うも
の。

30,665,466 18,211,974 

越生町在住の児童・生徒の保護者に対し
て、給食費の補助30,665,466円（うち交付金
充当額18,211,974円）を行った。
・小学校給食費補助金 352人17,695,291円
・中学校給食費補助金 210人12,645,235円
・他学校通学及び弁当持参者補助金
  11人324,940円

物価高騰が続く中で、子育て世
帯の経済的負担を軽減すること
ができた。

学務課
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